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再生可能エネルギーとは？ 

出典 ： 資源エネルギー庁『日本のエネルギー』、 新エネルギー財団『新エネ大賞』、ＮＥＤＯ『新エネ百選』 等 
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4kW（※住宅太陽光発電の平均設備容量） 
＝メガソーラーの１／２５００の規模 

20kW（※１小水力発電） 
＝メガソーラーの１／５００の規模 

2000kW（＝2MW）  
＝メガソーラーの１／５の規模 

 １万kW 
  10MW 

1万kW（＝10MW） 
※2011.9現在、日本最大のメガソーラー 

33.5万kW 
＝メガソーラー３３．５個分 

  100万kW 
    1000MW 
   1GW 

・住宅太陽光発電の平均設備容量＝4kW 

・家中川小水力市民発電所＝20kW 

・一般的な風車１基の設備容量＝2,000kW=2MW 

・堺太陽光発電所＝10,000kW=10MW 

・黒部川第４水力発電所＝335,000kW=335MW 

・川崎火力発電所１号機＝500,000kW=500MW 

 1,000kW 
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※１ 
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１ＭＷ＝１０００ｋＷ 
１ＧＷ＝１０００ＭＷ＝１００万ｋＷ 

単位換算表 
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再生可能エネルギーの発電規模イメージ 
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経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 これまでの再生可能エネルギー関連政策（法律） 
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1980年 石油代替エネルギー法（石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律） 
 オイルショックを契機に、原子力、石炭、液化天然ガス、水力、地熱、太陽エネルギー等の石油代替エネルギーの開発及び導入を
促進することで石油依存度の低減を図ることを目的に制定。国は石油代替エネルギーの供給目標及び導入指針を定めるとともに、
財政・金融・税制上の措置等、種々の施策を講じる。 

 

1997年 新エネルギー法（新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法） 
 石油代替エネルギーのうち、経済性の面における制約から普及が十分でない太陽光、水力（出力1,000kW以下のもの）、地熱（バイ
ナリー方式）、太陽熱、雪氷熱などの新エネルギーの導入促進を図ることを目的に制定。エネルギーの使用者、供給事業者、製造事
業者は、国が定める基本方針を踏まえ、新エネルギーの導入促進に向けて努めることとされている。 

 

2002年 エネルギー政策基本法 
 エネルギー政策の大きな方向性を示すことを目的として制定。本法において、エネルギー政策の基本的な方針として「安定供給の
確保」、「環境への適合」、「市場原理の活用」を掲げるとともに、国・地方公共団体・事業者の責務、国民の努力等について定められ
ている。国は、本法に基づき、「エネルギー基本計画」を策定することとされている。 

 

2003年 ＲＰＳ法（電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法） 
 石油依存度の低下傾向が停滞する中、エネルギーの中東依存度が高まっていたこと、原子力発電所建設の長期化等の諸情勢の
変化を踏まえ、新エネルギーのさらなる利用促進、エネルギー源の多様化を図ることを目的に制定。国は、毎年度新エネルギー等電
気の利用目標量を定めるとともに、電気事業者に対して一定量以上の新エネルギー等電気の利用を義務付けるもの。 

 

2009年 非化石エネルギー法・エネルギー供給構造高度化法 

  （エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に 

   関する法律） 
 石油依存度は低下してきたものの、石炭、天然ガスを含む化石燃料全体としての依存度は依然として高い状況にあったことから、
非化石エネルギー源の利用と化石エネルギー原料の有効利用を促進することを目的として制定。エネルギー供給事業者は、国が定
める基本方針に留意しながら非化石エネルギー源の利用等に努めることとされている。本法に基づき、太陽光発電の余剰電力買取
制度が現在実施されている。 
 

2011年 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法 
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我が国の再生可能エネルギー等の一次エネルギー供給に占める割合の推移   
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合計15,919PJ 合計19,657PJ 合計22,761PJ 合計22,757PJ 合計21,565PJ 

（注）「再生可能エネルギー等」の「等」には、廃棄物エネルギー回収、廃棄物燃料製品、廃熱利用熱供給、産業蒸気回収、産業電力回収が含まれる。 

（出所）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成 

石油依存度は下がったが、依然として化石燃料依存度は高い。 
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我が国の年間発電電力量の構成（２００９年度） 

（注）「再生可能エネルギー等」の「等」には、廃棄物エネルギー回収、廃棄物燃料製品、廃熱利用熱供給、産業蒸気回収、産業電力回収が含まれる。 

（出所）資源エネルギー庁「平成２２年度電源開発の概要」を基に作成 

・２００９年度の発電電力量のうち、再生可能エネルギー等が占める割合は約９％。 

・このうち、水力発電が約８％。 

 

水力 

水力を除く再生可能エネルギー等 

原子力 

LNG火力 

石炭火力 

石油火力 

約２５％ 

約２９％ 

約２９％ 

約７％ 

約８％ 

約１％ 
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日本の電源構成 
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再生可能エネルギーの必要性 

地球温暖化対策 

 太陽光、風力、水力等の再生可能エネルギーは、ＣＯ２排
出量が尐ない。 

 

エネルギー自給率の向上 

 ＣＯ２（地球温暖化）問題がなかったとしても、化石燃料
（有限資源）への依存及びエネルギーの輸入依存を減ら
すため、再生可能エネルギーは重要。 

 

環境関連産業の育成 

 新たな産業を創出。地域経済、雇用創出にも貢献。 

  （新成長戦略、２０１０年６月閣議決定） 
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発電燃料燃焼 

設備・運用 

0.864 

0.695 

0.011 0.013 0.020 0.025 0.038 0.098 0.123 0.043 
0.079 

0.476 
0.376 

0.943 

0.738 

0.599 

0.474 

＊発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から諸設備の建設・燃料輸送・精製・運用・保守等のために消費される全てのエネルギーを対象と
してCO2排出量を算出。 

＊原子力については、現在計画中の使用済み燃料国内再処理・プルサーマル利用（１回リサイクルを前提）・高レベル放射性廃棄物処分
等を含めて算出。 

出典：電力中央研究所報告書 
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CO２排出量の比較 
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 日本はまだまだ、化石資源依存。 

 化石燃料価格はいずれも上昇傾向。 

（出典） （財）日本エネルギー経済研究所、経済産業省 10 

再生可能エネルギーによる電力供給量の推移 
経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 

一次エネルギー構成比

46

11 14 15

10 13 12

3 3 3

4956

75

2119
17

17

21 3344 1

1973 1990 2000 2005

新エネルギー等

水力

原子力

天然ガス

石炭

石油（ＬＰＧを含む）



※本データはRPS法の認定を受けた設備からの電力供給量を示したもの。ＲＰＳ法施行前の電力量、ＲＰＳ法の認定を受けていない設備から発電された電力量、及びＲＰ
Ｓ法の認定を受けた設備から発電され、自家消費された電力量は本データには含まれない。 

※平成21年11月より余剰電力買取制度の対象となる太陽光発電設備は特定太陽光として算出。 

新エネルギー等発電設備からの供給総量の経年変化（億kWh） 

・RPS制度導入（2003年）後、再生可能エネルギーによる電力供給量は倍増。 

・さらに、余剰電力買取制度導入（2009年）後、住宅用太陽光の導入量は大幅に拡大。 
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住宅用余剰買取開始 
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 エネルギーの安定供給確保を支える選択肢として、いっそう大きく育てる
ことが喫緊の課題。 

 大出力を要しない家庭・業務向け電源としては、大きなポテンシャル。 

 規制改革による立地条件等が確保されれば、風力、地熱などは、ベース電源を代替し、
大きく成長する可能性を秘めている。 

 

 再生可能エネルギーの優れた特徴を積極的に生かしていくことが必要。 

 太陽光、風力、水力などは、永続的に資源入手可能。 

 CO2排出量が尐なく、地球環境に優しい。 

 それぞれに、新たな産業育成のポテンシャルを持つ。 

 

 ただし、課題はコスト。技術的にもまだまだ成熟の余地有り。 

 kWh当たりの発電コストがまだまだ高い。 

 合理的な立地を確保するためには、立地規制等制度改革が丌可欠。 

 技術的にも、まだまだ開発が必要。量産効果と合わせたコストダウンが丌可欠。 

 

再生可能エネルギーの位置づけ 
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経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 検討経緯について 

 2009年11月～ 再生可能エネルギーの全量買取に関するプロジェクトチーム 
                   （会合５回、ヒアリング６回開催） 

 
 
 
2010年3月  制度のオプション案提示、ホームページ上において意見募集（～2010年5月、318件） 
2010年4月～   地域フォーラム開催（全国21ヵ所にて説明会、意見募集を実施） 
 
 
 

 2010年7月   「制度の大枠」発表 
 2010年10月～ 審議会（総合資源エネルギー調査会）での詳細設計の検討開始 

 
 
 
2010年11月～  再生可能エネルギーシンポジウム開催（全国９ヵ所） 
2010年12月   詳細設計に関する報告書（案）」を提示、パブリックコメント募集（～2011年1月、8840件） 
 
 
 

 2011年2月 「買取制度小委員会報告書」とりまとめ 
 2011年3月 法案閣議決定 

   2011年8月 法案可決成立（8月26日） 
 

 再生可能エネルギーの固定価格買取制度の検討経緯は、以下のとおりです。 
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経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 再生可能エネルギーの固定価格買取制度の仕組みについて 

          

電力会社 

費用負担調整機関 
（賦課金の回収・分配を行う機関） 

国が定める期間、 
固定価格で電気を買取り 

再生可能エネルギー 
による電気を売電 

買取価格・買取期間を設定 

賦課金のkWh当たりの 
単価の決定 

電気を供給 

電気料金と合わせて 

賦課金（サーチャー
ジ）を回収 

回収した 
賦課金を納付 

買取費用 
の交付 

設備を認定 

調達価格等算定委員会 
（委員（5名）は国会同意人事） 

電気をご利用
の皆様 

自宅で発電される方 

国 

 

再生可能エネルギー
による発電を事業とし
て実施される方 

 再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用いて発電された電気を、一定の期
間・価格で電気事業者が買い取ることを義務付ける制度です。平成２４年７月１日からスタートします。 

 買取りに要した費用は、原則として使用電力に比例した賦課金によって回収することとしており、電気料
金の一部として国民の皆様にご負担をお願いすることとなっております。 
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 住宅等での太陽光発電については、現在と同様に余剰電力の買取りとなります。 
 風力については、小型の風力発電を含みます。 
 水力については、3万kW未満の中小水力発電を対象とします。 
 バイオマスについては、紙パルプなどの既存の用途に影響を及ぼさないバイオマスを使った発電を

対象にします。 

 太陽光、風力、 水力 、地熱、バイオマスを用いて発電された電
気が買取りの対象になります。 

  

 

 
   

 発電の設備や方法については、安定的かつ効率的に再生可能エネルギー源を用いて発電を
行う設備であること等の点について経済産業大臣が認定します。 

 
  

 

制度の仕組みについて（１）：買取対象 

  

他の再生可能エネルギーに対象を拡大 
発電量全量が買取対象 
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 買取価格・買取期間については、以下の点を勘案して決めることとなります。 

• 買取価格 ：再生可能エネルギーの発電設備を用いて電気を供給する場合に通常必要となる 
             発電コスト、再生可能エネルギー電気の供給者が受けるべき利潤 等 

• 買取期間 ：発電設備が設置されてから設備の更新が必要になるまでの標準的な期間 

 買取価格（調達価格）・買取期間（調達期間）については、再生可能エネルギー源の種別、設
置形態、規模等に応じて、関係大臣に協議した上で、新しく設置される中立的な第三者委員会
（委員は国会の同意を得た上で任命）の意見に基づき経済産業大臣が告示します。 

 集中的な再生可能エネルギーの利用の拡大を図るため、法の施行後３年間は、買取価格を定め
るに当たり、再生可能エネルギー電気の供給者の利潤に特に配慮することとしています。 

制度の仕組みについて（２）：買取価格等 

【参考】 現在の発電コストの比較例 
円／ｋＷｈ 
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50 

（出典） 
地 熱：地熱発電に関する研究会（平成21年６月） 
ＬＮＧ：電気事業分科会コスト等検討小委員会（平成16年１月） 

第三者による委員会により公開
の場で審議した上で、
買取価格や買取期間を決めます

任命には国会
の同意が必要

＜ポイント＞

・発電コスト
・設置者が受けるべき利潤
・耐用年数
・制度開始３年間はプレミア価格

など
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 各電気事業者がそれぞれの電気の需要家に対し、使用電力量に比例したサーチャージ（
賦課金）の支払を請求することを認めます。サーチャージは、地域間で単価が同額とな
るように地域間で調整を行います。 

 ただし、電力購入量（kWh)／売上高（千円）が一定の値を超える事業についての事業
所が、一定量以上の電力購入量がある場合、その事業所についてはサーチャージの８割
又はそれ以上が減免されます。 

 東日本大震災により著しい被害を受けた施設等の電気の需要家について、一定の要件を
満たす場合には、平成24年7月1日から平成25年3月31日までの9ヶ月間はサーチャー
ジは請求されません。 

制度の仕組みについて（３）：買取費用の回収 

A電力会社

C電力会社

B電力会社

D電力会社

A電力をご利用の皆様

電気を供給
（買取分の支払い）

買取分の支払い
（交付金）

集めた賦課金

国
指定 エネルギー多消費事業者

（賦課金の８割又はそれ以上が減免）

東日本大震災の被災者
平成24年7月1日から平成25年3月31日まで賦課金を免除。

D電力をご利用の皆様

C電力をご利用の皆様

B電力をご利用の皆様

電気料金と合わせて
賦課金を支払う

認定

賦課金の
回収・分配
を行う機関
（費用負担
調整機関）

賦課金をいったん
回収し、賦課金が全
国均一になるよう調
整を行った上で、各
電力会社に分配す
る。



経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 経過措置について 
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※ 平成21年度の全国総電気供給量は8,741億kWh （資源エネルギー庁「電力調査統計」） 
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供給実績

各電気事業者に課してきた義務量の合計

経過措置期間中に各電気事業者に課す
義務量合計のイメージ 

 既設の再生可能エネルギー発電設備については、２００３年に導入された、電力会社などに
対し一定量の再生可能エネルギーの調達を義務付けるRPS制度の対象となっています。 

 約１４００件ある既設の発電設備については、これに相当するＲＰＳ義務量を、経過措置と
して引き続き電力会社に残すことによって、同様の環境で事業を行うことができます。 

RPS制度から 
買取制度へ移行 



経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 その他の重要事項について 

 法律では、実態に合わせた機動的な見直しが行われるよう明記されています。 

 尐なくとも３年ごとに見直しを行い、また、エネルギー基本計画が変更された際には変更後の同計画
の内容を踏まえた見直しを行う。 

  平成３２年度（２０２０年度）までに抜本的な見直しを行う。 

 国は、今後も広報活動を一層強化してまいります。さらに研究開発の推進や諸規制の見直しなど、様々な政
策を総動員して再生可能エネルギーの普及を目指します。 

 電気事業者、再生可能エネルギー事業者は、コストダウンに努めることが求められています。 
 

制度の見直し 

国の責務 

電気事業者、再生可能エネルギー事業者の責務 

20 
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経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 
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 「新々・三種の神器」戦略。量産効果と研究開発。 

 住宅用市場を中心に、太陽光、蓄電池、ＨＥＭＳを新たな三種の神器と位置づけ、民生
エネルギー商品市場を、一挙に市場化。 

• 固定買取価格制度の戦略的活用 
• 補助制度の活用（住宅用太陽光（定額）、定置用蓄電池（１／３）、ＨＥＭＳ（１／３）） 

• 更なるコストダウンに向けた研究開発。効果的な熱利用市場の開拓。 
 

 規制・制度改革を通じた合理的な立地条件の確保。 

 風力、地熱、メガソーラーなどに適した合理的な立地条件を確保し、発電量を大幅拡大 

• 工場立地法、自然公園法、農地法など、立地制約要因を極力排除。 
• 系統制約対策についても、更に調査・検討。 
• 地域の実情に即した地産地消型・複合ビジネスモデルを開拓。 

 

 強い産業の育成と、国際市場への展開 

 国際的な市場で勝ち抜ける再エネ産業群を育成 

• 官民一体となった再エネ・インフラ輸出支援（二国間クレジットなどの活用） 
• 研究開発を通じた技術力のたゆまざる向上。 

 

再生可能エネルギー市場の活性化に向けて 

22 



経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 研究開発政策：太陽光パネルの例 

 現在の技術をベースに24円/kWh（家庭用電力料金並み）まで。 

 更に革新的技術開発により、産業用電力料金並みの水準を目指す。 

23 

１９９３ ２０１０ ２０２０ ２０３０

発
電
コ
ス
ト

系統に負担をかけないシステム
単独型から統合型システムへ

系統に負担をかけないシステム
単独型から統合型システムへ

シリコンでも化合物でもない新
材料（色素等）や新構造（量子ナ
ノ構造）を用いた太陽電池も登場

シリコンでも化合物でもない新
材料（色素等）や新構造（量子ナ
ノ構造）を用いた太陽電池も登場

バルク結晶シリコンに
加え薄膜（シリコン、
化合物）も市場化

バルク結晶シリコンに
加え薄膜（シリコン、
化合物）も市場化

技術革新による蓄電池
コストの低下

技術革新による蓄電池
コストの低下

出典：ＮＥＤＯ「２０３０年に向けた太陽光ロードマップ（ＰＶ２０３０）検討委員会報告書」２００４年６月を基にＭＥＴＩ作成

多結晶シリコン ＣＩＳ（化合物系）

薄膜シリコン

色素増感

量子ドット構造

変換効率：１０～１５％ 40％超

革新的太陽電池技術開発

蓄電池付システム

７円/kWh

２６０円/kWh

４９円/kWh

２４円/kWh

１４円/kWh
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系統に負担をかけないシステム
単独型から統合型システムへ

系統に負担をかけないシステム
単独型から統合型システムへ

シリコンでも化合物でもない新
材料（色素等）や新構造（量子ナ
ノ構造）を用いた太陽電池も登場

シリコンでも化合物でもない新
材料（色素等）や新構造（量子ナ
ノ構造）を用いた太陽電池も登場

バルク結晶シリコンに
加え薄膜（シリコン、
化合物）も市場化

バルク結晶シリコンに
加え薄膜（シリコン、
化合物）も市場化

技術革新による蓄電池
コストの低下

技術革新による蓄電池
コストの低下

出典：ＮＥＤＯ「２０３０年に向けた太陽光ロードマップ（ＰＶ２０３０）検討委員会報告書」２００４年６月を基にＭＥＴＩ作成

多結晶シリコン ＣＩＳ（化合物系）

薄膜シリコン

色素増感

量子ドット構造

変換効率：１０～１５％ 40％超

革新的太陽電池技術開発

蓄電池付システム
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農地法 
農振法 

農林 
水産省 

耕作放棄地など、営農されていな
い第1種農地への立地の解禁 

９電力等以外の民間再エネ事業者に対しては、第1種農地
等の大規模農地の転用許可が認められない。 

国有林野法 
会計法 

林野庁 
財務省 

民間の発電事業者や地熱発電用
の蒸気生産会社に対する国有林
野貸付の解禁  

９電力等以外の民間再エネ事業者に対しては、公益性が
ないことを理由として、随意契約による国有林貸付が認
められない。 

森林法 林野庁 
保安林の指定解除・保安林内作
業許可のルールの具体化 

保安林指定解除等の手続きに際し、自治体に前例がないこと
を理由に対応してもらえない場合や、国から他に開発適地が
ないことの証明を厳格に求められるため手続きが進まない場
合がある。 

自然公園法  環境省 
自然公園の特別地域内における
掘削調査・地熱発電開発の解禁 

国立公園・国定公園の特別地域内においては、地熱発電
設備の設置が事実上禁止されている。 

温泉法  環境省 
科学的根拠に基づく掘削許可基
準の策定 

掘削許可基準たる「温泉のゆう出量、温度又は成分に影
響を及ぼすと認めるとき」の内容が不明確で、許可がお
りにくい。 

工場立地法 
経済 
産業省 

太陽光発電設備に関する生産施
設面積規制・緑化規制の見直し 

太陽光パネルが生産施設としてみなされるため、敷地面
積の50％までしかパネルを敷き詰めることができない。
また、緑地を整備する必要もある。 

消防法 総務省 
リチウムイオン電池の消防法上
の取扱の見直し 

電池の電解液が危険物とみなされるため、一定容量以上
の蓄電池の貯蔵や蓄電設備の設置に際し、防火壁等安全
性に比して過剰な施設整備が求められる。 

建築基準法 
国土 
交通省 

洋上風力開発に関する制度整備 

（構造基準の取扱いの検討等） 
洋上風力発電に求められる建築構造基準（構造強度や転
覆耐性等）が明確ではない。 

規制類型／根拠法  

立
地
規
制 

安
全
規
制 

規制・制度上の課題  

再生可能エネルギーの普及に向けた規制・制度上の課題 



経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 規制改革について①（11/1 エネ・環会議資料） 



経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 規制改革について②（11/1 エネ・環会議資料） 



経 済 産 業 省  
資源エネルギー庁 規制改革について③（11/1 エネ・環会議資料） 
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URL: http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/ 
    

 

 

買取制度についてのお尋ねは、 

             資源エネルギー庁 再生可能エネルギー推進室まで 

   ０３－３５０１－１５１１ 
     内線４４５５～４４５８ 

 

お問い合せ先 
 
再生可能エネルギーに関する最新の情報は、以下のウェブサイトをご覧ください。 
 
ツイッターでの発信も行っておりますので是非ご利用いただければと思います。 

買取制度 検索 

http://www.enecho.meti.go.jp/kaitori/
http://www.enecho.meti.go.jp/kaitori/

